
【届出_根拠規範】45_宮崎県えびの市 1_7 

○えびの市移動支援事業実施要綱 

（平成２１年８月４日えびの市告示第１２９号） 

改正 平成２３年３月２３日告示第１８号 平成２５年３月２９日告示第６１号 

平成２６年３月１８日告示第１７号 平成２７年１２月２４日告示第２０９号 

平成２８年３月２３日告示第２６号  
 

えびの市移動支援給付事業要綱（平成１９年えびの市告示第１１２号）の全部を改正す

る。 

（目的） 

第１条 この告示は、屋外での移動が困難な障害者（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第４条

第１項に規定する障害者をいう。）又は障害児（法第４条第２項に規定する障害児と同

程度の障害があるとえびの市長（以下「市長」という。）が認める児童をいう。）（以

下「障害者等」という。）に対し、外出のための支援を行うことにより、地域における

自立生活及び社会参加を促進し、もって福祉の増進に資することを目的とする。 

（実施主体） 

第２条 実施主体はえびの市とし、その責任の下に運営主体がサービスを提供するものと

する。 

（運営主体） 

第３条 運営主体は、第１２条第１項に規定する登録を受けた事業者（以下「移動支援事

業者」という。）とする。 

（事業内容） 

第４条 移動支援事業（以下「事業」という。）は、次の各号のいずれかに該当する場合

に、障害者等に対しガイドヘルパーを派遣するものとする。ただし、通勤、通学、営業

活動等に係る外出、通年かつ長期にわたる外出及び社会通念上適当でない外出を除く。 

（１） 病院等への通院、公的機関の利用等社会生活上必要不可欠な用件を目的とする

外出 

（２） スポーツやレクリエーション等余暇活動への参加を目的とする外出 

（３） 前２号のほか、市長が特に必要と認めたもの 

２ 前項の規定により派遣するガイドヘルパーの用務は、原則として１日の範囲内で終え

るものとする。ただし、市長が特に必要と認めたときはこの限りではない。 

（対象者） 

第５条 事業の対象者（以下「対象者」という。）は、市内に住所を有する障害者等であ

って、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、法第１９条の規定による介護

給付費等の受給者で本市の支給決定を受けていないものは除く。 
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（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により

身体障害者手帳の交付を受けている者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚

生省令第１５号）別表第５号に規定するもののうち、肢体不自由又は視覚障害で１級

から３級までの等級に該当する者 

（２） 「療育手帳制度について（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）」に

規定する療育手帳の交付を受けている者で、知的障害者更生相談所又は児童相談所に

より、A及びB-１と判定された者 

（３） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４

５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者で、「精神障害者保健

福祉手帳の障害等級の判定基準について（平成７年９月１２日健医発第１１３３号）」

の基準により、１級又は２級と判定された者 

（移動支援費の支給） 

第６条 市長は、対象者が移動支援事業者からサービスの提供を受けたときは、当該対象

者に対し、サービスに要した費用（燃料費等を除く。）について、移動支援費を支給す

るものとする。 

２ 移動支援費の支給対象となる移動支援の１月当たりの時間（以下「支給対象時間数」

という。）の上限は、原則として１５時間とする。ただし、市長が特に必要と認めたと

きはこの限りでない。 

（利用の申請） 

第７条 移動支援費の支給を受けようとする対象者（対象者が障害児の場合は、その保護

者）は、移動支援事業利用申請書（別記様式第１号）に障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第７条第

２項第１号に規定する書類を添えて、市長に申請しなければならない。ただし、法第２

９条の規定による介護給付費又は訓練等給付費（以下「介護給付費等」という。）の支

給を受けている者については、当該添付書類を省略することができる。 

（利用の決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、支援が必要と認めたとき

は、次に掲げる事項について決定するものとする。 

（１） 支給対象時間数 

（２） 移動支援費を支給する期間 

（３） 負担上限月額 

（４） 身体介護の区分 

（５） その他必要な事項 
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２ 前項第３号の負担上限月額は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律施行令（平成１８年政令第１０号。以下「政令」という。）第１７条第１項の

規定を準用し決定するものとする。 

３ 市長は、事業の要否を決定したときは、当該申請を行った者に対し、移動支援事業利

用決定（却下）通知書（別記様式第２号。以下「決定通知書」という。）により通知す

るものとする。 

（支給対象時間の変更） 

第９条 決定通知書による通知を受け、移動支援費の支給を受けることとなった者（以下

「支給決定者」という。）は、現に受けている移動支援に係る支給対象時間数を変更す

る必要があるときは、移動支援事業支給対象時間変更申請書（別記様式第３号）により、

市長に対し、当該支給対象時間数の変更の申請をすることができる。 

２ 市長は、前項の申請又は職権により、必要があると認めるときは、支給対象時間数の

変更の決定を行うことができる。この場合において、市長は、当該決定に係る支給決定

者に対し決定通知書の提出を求めるものとする。 

３ 市長は、前項の支給対象時間数の変更の決定を行ったときは、決定通知書に当該決定

に係る事項を記載し、これを支給決定者に通知するものとする。 

（決定の取消し） 

第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、移動支援費の支給の決定を取

り消すことができる。 

（１） 支給決定者が、移動支援事業者から移動支援を受ける必要がなくなったと認め

るとき。 

（２） 支給決定者が、移動支援費を支給する期間内に、市外に居住地を有するに至っ

たと認めるとき。 

（３） 支給決定者が、第７条及び前条の規定による申請に関し、虚偽の申請をしたと

き。 

（４） その他市長が取消しの必要があると認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により移動支援費の支給の決定を取り消したときは、当該取消し

に係る支給決定者に対し、移動支援事業利用決定取消通知書（別記様式第４号）により

通知するものとする。 

（移動支援費の額） 

第１１条 支給決定者に支給する移動支援費は、当該支給決定者が１回の移動支援につい

て、別表を適用して得た額の同一の月の総額（以下「費用総額」という。）の１００分

の９０に相当する額とする。 
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２ 次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に掲げる額が、第８条第２項の規定に基づく負

担上限月額を超えるときは、前項の規定にかかわらず、当該同一の月における移動支援

費の額は、費用総額から負担上限月額を控除した額とする。 

（１） 支給決定者が介護給付費等の支給を受けていない場合 費用総額から前項の規

定により算定された当該同一の月における移動支援費を控除して得た額に法第７７条

第１項及び第３項に規定する地域生活支援事業（日常生活用具給付事業を除く。）に

係る障害者等の負担額を加えて得た額 

（２） 支給決定者が当該同一の月において法第２９条第３項の規定により算定された

介護給付費等を支給される場合 前号の規定により算定した額に当該介護給付費等の

合計額の９分の１に相当する額を加えて得た額 

（３） 支給決定者が当該同一の月において法第２９条第４項の規定により算定された

介護給付費等を支給される場合 第１号の規定により算定した額に法第２９条第４項

に規定する当該支給決定障害者等の家計に与える影響その他の事情をしん酌して政令

で定める額を加えて得た額 

（移動支援事業者の登録） 

第１２条 移動支援を実施しようとする事業者は、移動支援事業者登録簿への登録を受け

なければならない。 

２ 前項の登録を受けようとする事業者は、移動支援事業者登録申請書（別記様式第５号）

に次に掲げる事項を記載した書類を添えて、市長に登録の申請を行うものとする。ただ

し、法第３６条第１項の規定により居宅介護に係る指定を受けた事業者については、指

定通知書の写しをもって当該添付書類に代えることができる。 

（１） 事業者の定款、寄附行為の写し及びその登録事項証明書 

（２） 事業所の平面図 

（３） 運営規程 

（４） 支給決定者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 

（５） 当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

（６） 当該事業に係る資産の状況 

（７） 前各号に掲げるもののほか、登録に関し市長が必要と認める事項 

３ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請を行った事業者が法

第３６条第３項第１号から第３号まで、第５号から第７号まで、第９号及び第１０号の

いずれにも該当しない場合は、当該申請のあった事業者を移動支援事業者として登録し、

移動支援事業者登録通知書（別記様式第６号）により通知するものとする。 

４ 移動支援事業者は、次に掲げる事項について変更があったときは、当該変更に係る事

項について、移動支援事業者変更届出書（別記様式第７号）により市長に届けなければ

ならない。 
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（１） 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される

事業所を有するときは、当該事務所を含む。）の名称及び所在地 

（２） 移動支援事業者の名称及び主たる事業所の所在地並びにその代表者の氏名及び

住所 

（３） 移動支援事業者の定款、寄附行為及びその登録事項 

（４） 事業所の平面図 

（５） 運営規程 

（６） 前各号に掲げるもののほか、変更に関し市長が必要と認める事項 

５ 移動支援事業者は、事業を廃止し、休止し、又は再開したときは、事業廃止・休止・

再開届出書（別記様式第８号）により、その旨を市長に届け出なければならない。 

６ 移動支援給付事業者の登録の取消し等については、法第５０条第１項の規定を準用す

る。この場合において、法第５０条第１項中「都道府県知事」とあるのは「えびの市長」

と、「指定障害福祉サービス事業者」とあるのは「移動支援事業者」と、「第２９条第

１項の指定」とあるのは「登録」と、「当該指定に係るサービス事業所」とあるのは

「当該登録に係る事業所」と読み替えるものとする。 

（利用の手続き） 

第１３条 支給決定者は、移動支援事業者に決定通知書を提示して移動支援に関する利用

の手続等を行うものとする。 

（移動支援費の委任払） 

第１４条 市長は、移動支援費について、支給決定者から移動支援事業者に対して請求及

び受領の委任があったときは、当該移動支援事業者に直接支払うことができるものとす

る。 

（その他） 

第１５条 この告示に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項については、市長

が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２３年３月２３日告示第１８号） 
 

この告示は、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（平成２５年３月２９日告示第６１号） 
 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月１８日告示第１７号） 
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この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２４日告示第２０９号） 
 

この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２３日告示第２６号） 
 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

別表（第１１条関係） 

区分 
１回当たりのサービス

提供時間 
単位（※） 

身体介護有 ３０分以下 ２５４ 

（身体介護を伴う場

合） 

３０分を超え１時間以

下 
４０２ 

  
１時間を超え１.５時間

以下 
５８４ 

  
１.５時間を超え２時間

以下 
６６７ 

  
２時間を超え２.５時間

以下 
７５０ 

  
２.５時間を超え３時間

以下 
８３３ 

  ３時間を越える場合 
市長が特に必要と認めた場合、３０分ご

とに８３単位 

身体介護無 ３０分以下 １０５ 

（身体介護を伴わない

場合） 

３０分を超え１時間以

下 
１９７ 

  
１時間を超え１.５時間

以下 
２７６ 

  １.５時間を超える場合 
市長が特に必要と認めた場合、３０分ご

とに７０単位 

※１単位は１０円とする。 

備考     

１ 早朝、夜間及び深夜帯については、以下のとおり加算する（１単位未満切り捨

て）。 

加算 ６時から８時まで ２５%に相当する額 

１８時から２２時まで ２５%に相当する額 

２２時から２４時まで ５０%に相当する額 
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２ 同時に２人のガイドヘルパーが１人の支給決定者に対して支援を行った場合は、こ

の表を適用して得た額の２倍に相当する額とする。 

別記様式第１号（第７条関係） 

移動支援事業利用申請書 

[別紙参照] 

様式第２号（第８条関係） 

移動支援事業利用決定（却下）通知書 

[別紙参照] 

様式第３号（第９条関係） 

移動支援事業支給対象時間変更申請書 

[別紙参照] 

様式第４号（第１０条関係） 

移動支援事業利用決定取消通知書 

[別紙参照] 

様式第５号（第１２条関係） 

移動支援事業者登録申請書 

[別紙参照] 

様式第６号（第１２条関係） 

移動支援事業者登録通知書 

[別紙参照] 

様式第７号（第１２条関係） 

移動支援事業者変更届出書 

[別紙参照] 

様式第８号（第１２条関係） 

事業廃止・休止・再開届出書 
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[別紙参照] 

  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第

１０号） 

（指定障害福祉サービス等に係る負担上限月額）  

第十七条  法第二十九条第三項第二号 に規定する当該支給決定障害者等の家計の負担能力その他の事情をしん

酌して政令で定める額（第四十三条の五第三項及び第五項において「負担上限月額」という。）は、次の各号に掲げ

る支給決定障害者等の区分に応じ、当該各号に定める額とする。  

一  次号から第四号までに掲げる者以外の者 三万七千二百円  

二  支給決定障害者等（共同生活援助に係る支給決定を受けた者及び自立訓練又は就労移行支援に係る支給決定

を受けた者（厚生労働大臣が定める者に限る。）を除く。以下この号及び次号並びに第十九条第二号ロ及びハにお

いて同じ。）であって、次に掲げる者に該当するもの（第四号に掲げる者を除く。） 九千三百円  

イ 指定障害者支援施設等（法第三十四条第一項 に規定する指定障害者支援施設等をいう。以下同じ。）に入所する

者（二十歳未満の者に限る。）及び療養介護に係る支給決定を受けた者（二十歳未満の者に限る。）であって、当該

支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者について指定障害福祉サービス等（法第

二十九条第一項 に規定する指定障害福祉サービス等をいう。以下同じ。）のあった月の属する年度（指定障害福祉

サービス等のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法 （昭和二十五年法律第二百

二十六号）の規定による市町村民税（同法 の規定による特別区民税を含む。以下同じ。）の同法第二百九十二条第

一項第二号 に掲げる所得割（同法第三百二十八条 の規定によって課する所得割を除く。以下同じ。）の額（同法 附

則第五条の四第六項 その他の厚生労働省令で定める規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を

加算した額とする。以下同じ。）を合算した額が二十八万円未満であるもの 

ロ 指定障害者支援施設等に入所する者及び療養介護に係る支給決定を受けた者以外の者（法第十九条第一項 の

規定により同項 に規定する支給決定を受けた障害者に限る。）であって、当該支給決定障害者等及び当該支給決

http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000003000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000003000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000003000000002000000000
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003400000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003400000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003400000000001000000000000000000
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000001000000000000000000
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900000000001000000000000000000
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%92%6e%95%fb%90%c5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%93%af%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8b%e3%8f%5c%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000029200000000001000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000029200000000001000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000029200000000001000000002000000000
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8b%e3%8f%5c%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000029200000000001000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000029200000000001000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000029200000000001000000002000000000
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%4f%95%53%93%f1%8f%5c%94%aa%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000032800000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000032800000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000032800000000000000000000000000000
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%93%af%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8f%f0%82%cc%8e%6c%91%e6%98%5a%8d%80&ANCHOR_F=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000
http://legislation-a01.joureikun.jp/lawdb/cgi-bin/lawref.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%b5%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001900000000001000000000000000000


【届出_根拠規範】45_宮崎県えびの市 1_7 

定障害者等と同一の世帯に属するその配偶者について指定障害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障

害福祉サービス等のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法 の規定による市町村

民税の同法第二百九十二条第一項第二号 に掲げる所得割の額を合算した額が十六万円未満であるもの 

三  支給決定障害者等のうち、指定障害者支援施設等に入所する者及び療養介護に係る支給決定を受けた者以外

のもの（法第十九条第一項 の規定により同項 に規定する支給決定を受けた障害児の保護者に限る。）であって、当

該支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者について指定障害福祉サービス等のあ

った月の属する年度（指定障害福祉サービス等のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地

方税法 の規定による市町村民税の同法第二百九十二条第一項第二号 に掲げる所得割の額を合算した額が二十

八万円未満であるもの（前号及び次号に掲げる者を除く。） 四千六百円  

四  支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者（支給決定障害者等（法第十九条第一

項 の規定により同項 に規定する支給決定を受けた障害者に限り、指定障害者支援施設等に入所する者（二十歳未

満の者に限る。）及び療養介護に係る支給決定を受けた者（二十歳未満の者に限る。）を除く。以下「特定支給決定

障害者」という。）にあっては、その配偶者に限る。）が指定障害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障害

福祉サービス等のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法 の規定による市町村民

税（同法第三百二十八条 の規定によって課する所得割を除く。以下この号、第十九条第二号ニ、第三十五条第三号、

第四十二条の四第一項第二号及び第四十三条の三第二号において同じ。）を課されない者（市町村の条例で定め

るところにより当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法 の施行地

に住所を有しない者を除く。）である場合における当該支給決定障害者等又は支給決定障害者等及び当該支給決

定障害者等と同一の世帯に属する者が指定障害福祉サービス等のあった月において被保護者（生活保護法 （昭和

二十五年法律第百四十四号）第六条第一項 に規定する被保護者をいう。以下同じ。）若しくは要保護者（同条第二

項 に規定する要保護者をいう。以下同じ。）である者であって厚生労働省令で定めるものに該当する場合における

当該支給決定障害者等 零  
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